
 

（売手が負担する振込手数料相当額に係る経理処理の変更） 

【答】 

 売手が負担する振込手数料相当額に係る経理処理については、当該振込手数料相当額を売上

げに係る対価の返還等として処理する場合又は支払手数料として処理する場合（立替金とする

場合も含みます。）があります（詳細については、問29《売手が負担する振込手数料相当額》を

ご参照ください。）。 

 ご質問のように、支払手数料としての経理処理を適格請求書等保存方式の開始後、売上げに

係る対価の返還等としての経理処理に変更することは問題なく、当該振込手数料相当額を売上

げに係る対価の返還等として処理する場合、原則として、買手に対して適格返還請求書を交付

する必要がありますが、一般的には、こうした振込手数料相当額は１万円未満となると考えら

れますので、その場合は適格返還請求書の交付義務が免除されることとなります。 

なお、売手が買手に対して売上げに係る対価の返還等を行った場合の適用税率は、売上げに

係る対価の返還等の基となる課税資産の譲渡等の適用税率に従います。そのため、軽減税率（８％）

対象の課税資産の譲渡等を対象とした振込手数料相当額の売上値引きには、軽減税率（８％）

が適用されます。 

 また、経理処理を支払手数料としつつ、消費税法上、売上げに係る対価の返還等とすること

もできますが、この場合であっても、売手が買手に対して売上げに係る対価の返還等を行った

場合の適用税率は、売上げに係る対価の返還等の基となる課税資産の譲渡等の適用税率に従う

ことから、適用税率に応じた区分のほか、帳簿に売上げに係る対価の返還等に係る事項を記載

する必要があります。 

 この点、支払手数料のコードを売上げに係る対価の返還等と分かるように別に用意するとい

った、通常の支払手数料と判別できるように明らかにする対応が考えられます。 

 

  

問 30 売手からの代金請求について、取引当事者の合意の下で買手が振込手数料相当額を請求金

額から差し引いて支払うことで売手が当該振込手数料相当額を負担する場合について、当社

は、当該負担額を支払手数料として経理処理していましたが、適格請求書等保存方式の開始

後においては、売上げに係る対価の返還等として経理処理することを考えています。この場

合、どのような対応が必要となりますか。【令和５年４月追加】【６年４月改訂】 


